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相続財産の諸手続き
相続手続の全体像相続財産はどこにある？

　自宅がある市区町村役場の固定資産税課で「名
寄帳」を取得します。名寄帳を取得することによって、
被相続人（亡くなられた方）がその市町村で所有して
いた土地や建物が分かります。また、「権利証」「登記
識別情報」「固定資産税納付書」等によっても知る
ことができます。

不不 動産の探し方動産の探し方

　預貯金は、被相続人（亡くなられた方）の預金通帳
を記帳しに行くか、金融機関で「残高証明書」を発行
してもらいましょう。もし預金通帳が見つからない場合
には、生前に利用していた可能性のある金融機関で
「被相続人の口座の有無」を確認することもできます。

預 金の探し方

　株式や債券などの有価証券を保有していた場合
には、それらを扱っている金融機関や証券会社に「評
価証明書」の発行を依頼しましょう。

株 式・投資信託の探し方

　被相続人（亡くなられた方）の部屋や大切な物を保
管していそうな場所から、契約書やキャッシュカード、
利用明細等がないかを調べてみましょう。また、被相
続人の貯金・預金通帳を調べることも有効な方法で
す。定期的に一定額の引き落としがあれば、ローンの
ような何かしらの返済金の場合があります。さらに、信
用情報機関に問い合わせをする方法もあります。

借 金の探し方

資料提供：司法書士行政書士エイト総合事務所

ご逝去

相続財産の諸手続（司法書士・行政書士・税理士）

遺言書の有無の確認

相続人の確定・相続財産の調査

準確定申告（４か月以内）

相続税申告の必要性の検討・プランニング

各種相続手続きの実行
具体例：不動産の相続登記、預金・有価証券等の

名義変更、自動車の名義変更　など

相続税の申告・納付
（相続開始の翌日から１０ヶ月以内）

遺産分割協議
遺産分割協議書の作成 遺言の執行

相続の承認・放棄
（３ヶ月以内）

遺言書がない 遺言書がある

家庭裁判所で
遺言書の検認手続き
（公正証書遺言を除く）

な

よせ ちょう

　

景気動向
調査

当所では、藤枝市内小規模事業所の経営動向を把握するため、四半期ごとに景況調査を実施しています。

平成３1年4月及び令和元年５～６月期の調査がまとまりましたので、概要を報告します。

※本調査は、製造業・建設業・卸売業・小売業・サービス業の５種200社を対象に行っています。今回の回収率68.5%

【主要な表現について】
○業況判断：調査対象企業が自らの業績に下した判断。　○ＤＩ値：(増加・好転と回答した割合)－(減少・悪化と回答した割合) 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　         　悪化すればするほどＤＩ値は▲ ( マイナス )になります。

問合せ先　藤枝商工会議所　経営支援課第一課　TEL：054-641-2000問合せ先　藤枝商工会議所　経営支援課第一課　TEL：054-641-2000

製造業、小売業が
業況 DI 値減少傾向を示す

平成 31年 4月及び令和元年 5～6月　
中小企業景況調査　結果報告書
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全産業◆ 建設業■ 製造業▲ 小売業
▲

卸売業× サービス業●

業種別業況判断の動向表１

業況判断の動向（表1）：全産業での業況は、DI値▲21.1で前回(H31年1月～ 3月)より4.9ポイント減少。今回は建設業及
び卸売業、サービス業の業況DI値で若干の改善傾向を示しました。また製造業は業況DI値前回
▲11.1から今回▲33.3と減少傾向を示しました。

全産業売上高の推移：前回▲13.6ポイント(H31年1月～ 3月)から10.7ポイント減少しました。
　　　　　　　　　　　小売業、サービス業が利用者ニーズの変化への対応を課題とし、とくに減少傾向を示しました。
全産業資金繰りの動向：前回▲7.9ポイント（H31年1月～ 3月)から2.6ポイント減少しました。
　　　　　　　　　　　全産業依然として減少傾向を示しました。
全 産 業 採 算 の 動 向：前回▲14.5ポイント(H31年1月～ 3月)から7.0ポイント減少しました。
　　　　　　　　　　　特に製造業と小売業が減少傾向を示しました。
全産業雇用人員の動向：前回▲2.3ポイント(H31年1月～ 3月)から2.3ポイント改善しました。
　　　　　　　　　　　建設業及びサービス業が依然として従業員の確保難を課題としてあげました。

管内全産業の業況
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